
クイズで磨く！
経済・
マネーセンス

Q 1

クイズで磨く！
経済・
マネーセンス

お金の基本から話題
になっているトピッ
クスまで、クイズで
経済知識とマネーセ
ンスを磨きましょう。

なるほど！
マネープラン

今回のテーマは、「退
職後に向けていくら
準備すればよい？」
です。

ライフイベント
などに
かかるお金

お金にまつわるデー
タを紹介します。今
回は、「住宅取得費
用」です。

A  元本が保証されている　
B  投資を始めるにはある程度まとまった金額が必要になる　
C  株式や債券などに分散投資ができる

次の 3 つのうち、投資信託の特徴として
正しいものはどれでしょうか？Q 2
A  ローリングオーバー　B  損益通算　C  スイッチング

課税計算をする際に、各種所得の金額の計算上生じた
利益と損失を相殺することをなんと呼ぶでしょうか？

Q1
答え B ▲

課税計算をする際に、各種所得
の金額の計算上生じた利益と損
失を相殺することを損益通算とい
います。投資信託を 2 本持ってい
て両方換金した場合で片方が損
失でもう片方に利益が出ていた場
合、これらを合算することにより、
課税所得を減額（圧縮）すること
が可能となります。
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Q2
答え C ▲

個人の投資家が、自分だけで分
散投資しようとすると、多くの資
金が必要となりますが、投資信託
は小口のお金を集めてひとつの大
きな資金として運用するので、さ
まざまな資産に分散投資し、リス
クを軽減することが可能になりま
す。投資信託は、このような分散
投資の考え方から生まれた金融
商品です。

確定 拠出 年 金フォローアップレター

知って納得
あなたのマネープラン

vol.02   
2020年度

マネークイズに挑戦！

運営管理機関限



なるほど！
マネープラン

生活資金の総額を調べてみましょう1

第2回
　 退職後に向けて

　　　いくら準備すればよい？

２つのステップで計算してみましょう。

　退職後にはどれくらいの資金が必要で、いくらぐらい
を自分で準備しておけばよいのでしょうか。２つのステッ
プに沿って、自分で計算してみましょう。
　第１のステップは、退職後に必要となる生活資金の
総額を知ること。退職後の生活資金の総額は、退職後
の毎年の生活費に生活年数をかければ求められます。
６０歳で退職した夫婦を例に考えてみましょう。フィデ
リティ退職・投資教育研究所が試算※１した結果による
と、退職後の年間の生活費は、退職直前の年収の約７
割（６８％）、約４６６万円※２が必要と推定されています。
ここでは、退職後の生活費を４６６万円として考えてみ
ましょう。６０歳の女性の生存確率が２０％となる年齢
は９６歳２カ月※３ですから、奥様のことを考慮して、退
職後約３５年間暮らすとすると、退職後の生活資金の
総額は約４６６万円に３５年間をかけた約１億６，３１０万
円になる計算です。

■ 60 歳で退職した夫婦が退職後 35 年間を過ごすのに
    必要な生活資金の総額は？
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（　　　 ）
※１　平成２２年『民間給与実態統計調査』、『家計調査』（共に総務省）をもとにフィデリティ退職・投資教育研究所が試算。
※２　国税庁平成３０年度民間給与実態調査による５０代後半の男性の平均給与は約６８６万円。
※３　厚生労働省『平成２６年簡易生命表』よりフィデリティ退職・投資教育研究所が計算。

退職後の生活資金の総額

＝ 生活資金の年額 × 生活年数
＝ 年間 466 万円 × 35年間
＝ 約1億6,310万円

退職までに自分で備え
るべき金額は、「退職後
の生活資金の総額－収
入の総額」で求められ
ます。まずは生活資金
の総額を調べましょう。



収入の総額を調べましょう2

合理的な老後の資金計画を立てるためには、退職までに自分で準備すべき資金額を知ることが大切です。
退職後の生活水準などを考えながら、早めに一度計算してみましょう。

■ 退職までに自分で準備すべき資金額は？

　退職後の生活資金の総額が分かったら、次は収
入の総額を調べる第２のステップ。「退職後の生活
資金の総額」から「収入の総額」を差し引けば、退
職に向けて自分で準備すべきお金の総額が分かりま
す。
　退職後の収入の柱となるのが公的年金です。厚
生労働省によれば、令和２年度の厚生年金（夫婦２
人分の老齢基礎年金を含む標準的な年金額）※４は月
額で約２２．１万円、年額で約２６５万円になる計算
です。
　先ほどと同じ条件で、厚生年金の受給総額を見て
みましょう。受取れる年金は年額約２６５万円で、
期間は年金受給開始年齢の６５歳から９５歳までの
３０年間として計算すると受 給 総 額は年 額 約
２６５万円に３０年をかけた約７，９５０万円になる
計算です。
　退職後の生活資金の総額が約１億６，３１０万円
とすれば、公的年金の受給総額との差 額は約 
８，３６０万円。この差額が、退職に向けて自分で
準備すべきお金の総額ということになります。

（  　　 　 ）
退職までに自分で準備すべき資金額

＝ 生活資金の総額 － 公的年金の年金額 × 生活年数
＝ 約1億6,310万円 － 約 265 万円（年額） × 30年間

＝ 約8,360万円※ 5

退職後の生活資金の総額から収入＝公的
年金の総額を差し引いた額が退職までに
自分で準備すべきお金の総額です。

※４　令和２年度の新規裁定者（６７歳以下の方）の年金額の例。夫が会社員で平均的収入（平均標準報酬（賞与含む月額換算）４３．９万円）で４０年間就業し、
　　　妻がその期間全て専業主婦であった世帯が年金を受取り始める場合の給付水準。　（厚生労働省年金局年金課、令和 2 年 1月 24 日）
※ 5　勤務先が退職金や企業年金を導入していれば、その分をこの金額から差し引くことができます。また、退職後も働くことを想定すれば、その分の収入を差し引くことができます。
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ライフイベント
などに
かかるお金

 「人生で最も高い買い物」と言われる住宅。住宅取得にはどのくらいのお金が
必要なのでしょう。表は住宅金融支援機構が実施した「２０１８年度フラット
３５利用者調査報告」の調査結果。種類別の購入価格の全国平均を見ると、
土地付注文住宅＝４，１１２.６万円、建売住宅＝３，４４２．１万円、マンション＝
４，４３７．２万円となっています。
　とはいえ、地域による価格差（特に土地代）が大きいのも住宅価格の特徴
です。住宅を約２，７００万円台で取得している地域がある一方で、首都圏のマ
ンションの平均購入額は４，９００万円を超えています。
　また２０２０年に入り、新型コロナウイルス感染症対策のため、テレワーク
の拡大など生活様式が大きく変わりました。今後、住宅の選定において、これ
までとは異なる流れが生まれる可能性があります。

住宅取得費用

（出典）住宅金融支援機構「2018 年度フラット 35 利用者調査報告」

約 2,794 万円〜約 4,941万円

住宅取得費用はどのくらい？

（出典）住宅金融支援機構「2018 年度フラット 35 利用者調査報告」

■ 2018 年度フラット３5 利用者調査結果

４,１１２.６万円全国平均

４,７７４.７万円首都圏

４,２２７.３万円近畿圏

４,１０６.５万円東海圏

３,７６２.１万円その他地域

土地付注文住宅

３,４４２.２万円

３,８３３.８万円

３,２５９.１万円

２,９７６.２万円

２,７９４.１万円

建売住宅

４,４３７.２万円

４,９４０.５万円

４,１０７.１万円

４,０１６.９万円

３,４６６.０万円

マンション


